別紙
特別養護老人ホーム等における新型コロナウイルス（COVID-19）対応方針チェックリスト
公益社団法人 全国老人福祉施設協議会

1. 一般的事項
· 以下の場合には、帰国者・接触者相談センターに連絡する
(1) 風邪の症状や37.5℃以上の発熱が４日以上続いている。（解熱剤を飲み続けなければならないときを含む。高齢者や基礎疾患等のある方は、上の状態が２日程度続く場合
(2) 強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある
· センターへ相談の結果、新型コロナウイルス感染の疑いのある場合には、専門の「帰国者・接触者外来」を紹介されるため、マスクを着用し、公共交通機関の利用を避けて受診する
· 「高齢者介護施設における感染対策予防マニュアル改訂版」を再度理解して日々対応する
· 手洗い・うがい、消毒、咳エチケット等を徹底する
· 職員等（ボランティア等すべての職員を含む）は出勤等の前に体温の測定を行っていただき、発熱ある場合には出勤しない
· 過去、発熱症状があった場合は、解熱後24時間以上経過し、呼吸器症状が改善傾向となるまでは出勤しない。該当する職員は管理者に報告する
· 取引関係にある委託業者等からの物品等の受け渡し等は玄関など限られた場所で行う。施設内部に入らなければならない場合は、体温を測定する。発熱している場合は入館を断る
· 面会や外部からの来客者等の施設への訪問は、なるべくご遠慮いただく
· 施設や法人でのイベント行事等については、会場の状況等を踏まえ、開催の必要性を再検討する。実施する場合は、参加者への手洗いの推奨やアルコール消毒薬の設置、風邪のような症状のある方には参加をしないよう依頼をするなど、感染拡大の防止に向けた対策をとる

2. 介護サービス提供に関して
· 上記(ア)、(イ)が２日以上続いた場合、帰国者・接触者相談センターに連絡する
· 37.5℃以上又は呼吸器症状が4日以上続いた場合も帰国者・接触者相談センターに電話連絡
· 送迎時には可能な限り事前に体温を測定いただく。発熱が見受けられる場合は、ご利用をお断りする。断った場合には、居宅介護支援事業所にその旨情報提供し、居宅介護支援事業所等から訪問介護等の提供をご検討いただく
· 利用者等の感染が発覚した場合は、通所や短期入所系のサービスに限り都道府県等は施設単位若しくは地域単位でサービスの休業を要請する場合がある。一方で、事業者は休業要請に必ずしも従わなくともよいとされるが、応じることが望ましいと考えられる。また、休業期間は都道府県等（衛生主管部局）により示され、認可権者等と相談のうえ、事業所が判断する
· 事業者は地域の保健所と相談のうえ、居宅介護支援事業所と連携し、サービスの必要性を再度検討し、感染防止策を徹底させてサービスの提供を継続する
· 面会禁止措置等の対応を行った場合には、要介護・要支援認定機関は従来の期間に新たに12カ月までの範囲内で市町村が定める期間を合算できる
· サービス提供前後における、手洗い、うがい、マスク・エプロン着用、咳エチケット等を徹底する
· 罹患が疑われる利用者への対応は、可能な限り職員も分けて対応する
· 罹患が疑われる利用者は、個室に移す。個室が足りない場合は、同じ症状の人について同室とする。
· 罹患が疑われる利用者へのケアや処置にはサージカルマスクを用いる。また罹患した利用者が部屋を出る場合はマスクをする。
· 新型コロナウイルスの罹患等により職員配置ができなくなる等の場合であっても、介護報酬や加算等は算定できる

· なお、最新情報は、随時こちらのURLをご確認ください。
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